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　生活排水処理事業を取り巻く状況　　

■ 下水道に携わる市町村の職員数は10年間で約３割減　（人の課題）
■ 昭和～平成に造成した施設の改築・更新が今後必要　 （モノの課題）
■ 人口減少の影響で使用料収入は更に減収の見込み    （カネの課題）
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　あきた循環のみず推進計画　秋田県生活排水処理構想 (Ｈ28～R17)　　

基本理念 快適で安心できるくらしときれいな水環境への貢献

目標像
・ 水環境の保全
・ 未普及地域の早期解消

・ 温室効果ガスの発生抑制
・ 資源の有効利用

・ 人口減少を見据えた広域化・共同化の推進

①きれいな水環境と快適なくらし ②脱炭素社会への貢献

③適正管理と持続可能な経営・県と市町村の協働

・ 維持管理を担う地域企業の確保と成長
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１
　これまでの取組　　

県流域下水道と秋田市公共下水道の統合
広域化・共同化

県：秋田臨海処理センター
人口減少で非効率な稼働

秋田市：八橋下水道終末処理場(現在は中継ﾎﾟﾝﾌﾟ場)
建設から約50年経過し施設が老朽化

接続

改築更新費(50年) 維持管理費(50年)

統合しない 統合する 統合しない 統合する
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300約50億円
縮減 約70億円

縮減

(億円) (億円)

令和２年８月統合完了・供用開始
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２
　これまでの取組　　

県と市町村の管路施設の包括的民間委託
広域化・共同化
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３
　これまでの取組　　

下水汚泥の広域資源化事業
広域化・共同化 資源の有効利用

生産された炭化物
（土壌改良補助材料等に利用）
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○　長距離運搬(コスト大) ○　リサイクル率が低位 ○　処分費及び更新費削減 ○　資源の循環

県南地区

令和２年４月供用開始
施設更新費＋処分費(20年)
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令和５年１月　事業者決定
令和７年度　供用開始予定
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施設
(横手処理
センター内)

コンポスト（ペレット化）



6

　今後に向けて　　

 

■ 地方自治法に基づく連携協約を締結し、県・市町村の揺るぎない連携を担保
■ 事務を補完する新たな組織(広域補完組織)の設立により広域化・共同化を一層深化

■ 人・モノ・カネの課題の顕在化
■ 自治体に求められる役割の多様化
　（激甚化・頻発化する災害への対応、ＤＸ推進、カーボンニュートラルへの挑戦…等）
■ 下水道資源のポテンシャル（処理水、肥料、熱、未利用地など）

個々の自治体で対応が難しい範囲を"オール秋田"でカバー



7

　広域補完組織のスキーム　　

【計画策定支援】

【事業運営支援】

【技術継承支援】

SK ILL

・経営戦略の策定
・ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画の策定

・積算資料作成、工事監督補助
・経営相談

・技術研修の企画・運営
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快適で安心できるくらし
きれいな水環境の実現

ｚ

官民連携の推進

・政策立案能力
・公共施設

自治体 民　間
・専門知識
・先進技術

災害対応力の強化ＤＸの推進

資源の有効利用


